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※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様

式に必ず記入し てく ださ い。）  

様式第１ 号（ 第４ 条関係）  

 

 

 

新商品等の生産・提供による新事業分野開拓者認定申請書 

 

 

  ( 和暦) ●年 ●月●●日 

 

 

東京都知事 殿 

 

［ 申請者］  
所 在 地： 新宿区西新宿２ －８ －１  
 
名  称： 東京都株式会社 
 
代表者名： 代表取締役 東京 太郎       ○印 

 

 

「 新商品等の生産・ 提供によ り 新たな事業分野の開拓を図る 者」 の認定に関する 要綱（ 以

下「 認定要綱」 と いいます。） 第４ 条の規定によ り 、 認定を受けたいので以下の書類を添え

て申請し ます。  

なお、 知事が認定要綱第９ 条に掲げる 事項のいずれかに該当する と 認める 場合、 認定を

取り 消すこ と がある こ と について同意し ます。  

 

 

 

 

 

 

（ 添付書類）  

① 新たな事業分野の開拓の実施に関する計画 

② 新商品等の詳細が分かる カタ ロ グ 

③ 登記事項証明書（ 個人事業主の場合は開業・ 廃業等届出書の写し 、 個人の場合は住民票記載事

項証明書） ※個人の場合は、 認定までに必ず法人を設立し てく ださ い。  

④ 会社概要 

⑤ 直近２ 営業期間の貸借対照表及び損益計算書 

※こ れら の書類が無い場合は、 事業用資産の概要が記載さ れた書類 

⑥ 新商品等の生産・ 提供によ る 新事業分野開拓者認定申請書類チェ ッ ク シート  

 

※新商品等と は、 新商品及び新役務（ サービス） を指す。  

【 申請区分】  物品 ・  役務 

※該当するいずれかの項目を○で囲んで下さい。 

 

記入例 

・ 申請書類は漏れなく ご記入く ださ い。  

・ 該当し ない項目については、 ｢該当なし ｣と 記入し てく ださ い。  

・ 申請書はパソ コ ン等で作成し てく ださ い。  

代表者印（ 法務局に登録し た会

社実印） をお願いし ます 

本記入例は、 あく まで一例です。  

提出に当たっては、 記入欄に記載さ れた観点を踏まえ、 申請商品等の特性に応じ た内容と

し てく ださ い。  

一次審査は書類審査と なり ます。 申請商品等の新規性等に関する 説明は全て本申請書に記

入し てく ださ い。  

特に申請商品等の機能・ 性能の優位性や安全性などの記載に当たっては、 可能な限り 主張

の裏付けと なる 具体的なデータ を示し 、客観的かつ分かり やすい内容と し てく ださ い。（ 裏付

けのない主張や、 競合商品がある にも 関わら ず十分な比較がなさ れていない場合、 評価の対

象と なら ないこ と があり ま す。）  

図表等は白黒で判別でき る よ う 作成く ださ い。  
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※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式に必

ず記入し てく ださ い。）  

新たな事業分野の開拓の実施に関する計画 

１  認 定 を受 けよう とする者 の概 要 

※整理番号  

（ フリ ガナ）  

名   称 

ト ウキョ ウ ト カブシキガイ シャ  

東京都株式会社 

（ フリ ガナ）  

代表者役職・ 氏名 

ダイ ヒ ョ ウ ト リ シマリ ヤク  ト ウ キョ ウ  タ ロ ウ 

代表取締役 東京 太郎 

本店（ 本社）  

所 在 地 

〒 163-8001  

東京都新宿区西新宿 2-8-1 

電 話 番 号 03-5320-●●●● F A X 番 号 03-5388-●●●● 

本
店
が
都
外

の
場
合
記
入 

都内登記 

所在地  

〒   

 

電話番号  F A X 番 号  

URL http:// www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/chushou/shoko/sougyou/trial/ 

E - m a i l  ABCD-tokyo@tokyo.metro.tokyo.jp 

設 立 年 月 日 （ 和暦） 平成●●年●●月●●日 

資 本 金 ５ ０ ， ０ ０ ０ 千円 

株 主 構 成 主な株主 

東京 太郎 175 株 70％ 

東京 花子 25 株 10％ 

西新宿 次郎 25 株 10％ 

従 業 者 数 
( 代表者を含む)  常 用  １ ２ 名 ／ 臨 時  １ ０ 名 

業   種 

（ 該当する 項目に一つ■を付け、 主たる 業種名を記入し てく ださ い。）  

■ 製造業（  電気機械器具製造業                    ） 

□ 卸売業（                      ）  

□ サービス業（                    ）  

□ 小売業（                      ）  

□ その他（                      ）  

事 業 内 容 

（ 会社の事業概要を簡潔に記入し てく ださ い。）  

・ ●●装置の開発・ 製造・ 販売・ 保守点検 

・ ●●サービスの提供         など 

連 絡 担 当 者 

部署名・ 役職 総務部・ 副部長 

氏    名 西新宿 次郎 

電 話 番 号 ０ ３ -５ ３ ２ ０ －●●●● 

E - m a i l  ABCD-tokyo@tokyo.metro.tokyo.jp 

募集を何で 

知り まし たか 

（ 該当する 項目に■を付けてく ださ い。 複数選択可）  

□募集チラ シ ■東京都ＨＰ  □新聞 □情報誌・ メ ールマガジン（       ）  

■( 公財) 東京都中小企業振興公社から の紹介 □( 地独) 東京都立産業技術研究センタ ーから の紹介 

□金融機関から の紹介    □その他（               ）  

東京都の各種事業等の

今後の案内 

（ 今後、 東京都が行う 各種事業等のご案内等を希望し ない場合は■を付けてく ださ い。）  

□希望し ない 

※欄は記入不要 

本記入例は、 現に事業を営んでいる 株式会社の例です。  

それ以外の方は、P.10「 留意事項」 を参照の上記入し てく ださ い。 

本店（ 本社） が都外にある 場合は、 こ ちら に都内登記の所在地・ 連絡先等を

ご記入下さ い。 本店（ 本社） が都内にある 場合は記入不要です。  

経営者・ 役員等も 含めて 

ご記入く ださ い。  

申請書や審査に関し て事務局よ

り 連絡をする 場合があり ま すの

で、 必ず連絡の取れる 電話番号

等を記載く ださ い。  
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※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式に必

ず記入し てく ださ い。）  

２  新商品等の内容 

（１） 新商品等の概要 

（ フ リ ガ ナ ）    

新 商 品 等 の 名 称 

（ 同一の技術的原理に基づく 場合、 商品群（ シリ ーズ） での申請も 可能です。 また、 次のと おり 表記をお

願いし ます。“ 15 字以内の商品説明・ キャッ チフレーズ等 ＋「 商品名」”  ）  

小 水 力
ショ ウ ス イ リ ョ ク

発電
ハツデン

装置
ソ ウ チ

「 ●
マル

●
マル

●
マル

●
マル

」 ／●
マル

●
マル

提 供
テイ キョ ウ

サービス「 ▲
サンカク

シリ ーズ」  等 

新 商 品 等 の   

販 売 価 格 

（ 価格に幅がある 場合は、 ●円～●円と 表記し てく ださ い。 また、 最小発注単位も 記入をお願いし ます。） 

（ 例１ ）【 税込実売価格】  １ 単位当たり １ １ ０ ， ０ ０ ０ 円（ 単位： 台）  

            （ 最小発注単位： １ 台）  

（ 例２ ）【 税込実売価格】  １ 単位当たり  ５ ５ ， ０ ０ ０ 円（ 単位： セッ ト ・ 月額）  

（ 最小発注単位： ５ セッ ト ）  

新 商 品 等 の   

販 売 開 始 時 期 

（ 申請時において販売を開始し てから ５ 年以内である 物品及び役務である こ と が申請の要件です。）  

販売開始： 令和３ 年 ４ 月から  

新 商 品 等 の   

概 要 

（ 申請する 新商品等の用途・ 機能・ 特徴等について簡潔に記入し てく ださ い（ 100 字程度）。 また、 新商品

等が単体で動作し ない場合等は、 付属品等についても 記入し てく ださ い。 なお、 本内容は認定さ れた際の

商品説明文と し て使用する こ と があり ます。）  

 

（ 例１ ） 当社で独自に開発し た●●構造の●●を用いる こ と で、 高い発電稼働率を実

現し た●●式小水力発電装置。  

従来の■■式でなく 、 ●●式を採用する こ と で、 大規模設備を作ら ない簡便

な設置を可能にする と と も に、 簡易なメ ンテナンス管理を実現し た。（ 付属品は

別紙１ のと おり ）  

（ 例２ ） 当社で独自に開発し た●●を提供する ●●サービス。 従来の■■にはない●

●を導入する こ と で、 従来の●●が抱えていた●●と いう 問題を解決し た。 

（ 申請する 新商品等の販売実績や導入事例、 主な納入先を記入し てく ださ い。 実績が無い場合・ 非公表の

場合はその旨を記載し てく ださ い。）  

・ 販売実績 ：  令和 4 年 3 月期 15 台 

・ 販 売 先 ：  ●●県（ １ 台、 ●●浄水場） 、 ●●株式会社（ ２ 台）  等 

●●株式会社において、 ●●●●の問題を 解決する ため、 ●●を 対象に●●と し    

て、 ●●年●月よ り ●●年●月まで継続し て使用さ れている。  

申請時に既に販売さ れており 、 かつ販売開始か

ら ５ 年以内である こ と が申請要件です。  

新商品等がど の

よ う なも のであ

る かを 100 字程

度にま と めてく

ださ い。  

商品群（ シリ ーズ） での申請の場合は、 記入例の様にシ

リ ーズである こ と が分かる 名称と し てく ださ い。  

複数の別紙を添付する 場合は、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 

別紙はあく まで参考資料と し 、 主要な説明は本様式内に記載し てく ださ い。  

「 別紙参照」 と いった記載のみでは、 評価の対象と なら ない場合があり ます。  
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ず記入し てく ださ い。）  

公 的 支 援 制 度 の   

採 択 等 実 績 

（ 申請する 新商品等について東京都・ 国・ 区市町村等の支援制度で採択等の実績がある 場合は、 該当する

項目に詳細を記入し てく ださ い。同一の支援制度を複数回受けている 場合は直近のも のから 順に記入し て

く ださ い。）  

実績あり  ・  実績なし  （ 該当する 方を○で囲んでく ださ い）  

支援制度 採択年度等 採択商品名 
申請商品 

と の関係 

世
界
発
信
コ
ン

ペ
テ
ィ
シ
ョ
ン 

製品・ 技術部門 奨励賞  令和 ２ 年度  ●●●● 同一・ 否 

サービス部門 賞      年度  
 

 
同一・ 否 

東京都ベンチャー

技術大賞 
賞      年度  

 

 
同一・ 否 

新製品・ 新技術開発助成事業     年度  
 

 
同一・ 否 

先進的防災技術実用化 

支援事業  
    年度  

 

 
同一・ 否 

TOKYO戦略的イ ノ ベーショ ン

促進事業 

（ 次世代イ ノ ベーショ ン創出 

プロ ジェ ク ト 2020 助成事業）  

    年度  
 

 
同一・ 否 

中小企業ニュ ーマーケッ ト  

開拓支援事業 
    年度  

 

 
同一・ 否 

そ
の
他
事
業 

製品改良・ 規格等適合

化支援事業 
令和 元年度 ●●●● 同一・ 否 

     年度 
 

 
同一・ 否 

 

過去申請商品と

比較し た 機能・

性能の 改良点・

相違点 

（ 過去に本制度に申請

し たこ と があ る 場合は

記入し てく ださ い。）  

過去申請商品：  認定 ・  不認定 ・  申請し た こ と は な い  

（ 該当する も のを○で囲んでく ださ い）  

申請年度： 平成３ ０ 年度 ／商品名： 水力発電機▲ ▲        

本申請と の 関連：  関連あ り  ・  関連な し  

改良点・ 相違点：  

・ ●●機能の 追加に よ り 、 ●●が 可能に な っ た 。  

・ サ イ ズ の 小型化に よ り 、 ●●で の 使用が 可能に な っ た 。  

・ 前回申請品は ●●する 装置で 、 今回申請品と は 全く 用途が 異な る 。  

・ 過去申請商品と 同一商品は申請対象外と なり ます。  

・ 過去に認定さ れた商品・ 申請し た商品は申請対象外ですが、 ユーザー

の視点から 機能・ 性能が大幅に向上し た場合は申請する こ と ができ ま

す。 その場合、 以前の商品と の相違点等を詳細にご説明く ださ い。  

・ 全く 異なる 別商品を申請する 場合も 記載し てく ださ い。  

該当する 実績がな

い場合は、「 実績な

し 」 を○で囲んで

く ださ い。  
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ず記入し てく ださ い。）  

新商品等の 分野 
（ 審査や認定時の分類の参考と する ため、申請する 新商品等について該当する 分野のチェ ッ ク 欄に○を付

けてく ださ い。 複数回答可。 各分野の詳細は募集要項をご確認く ださ い。 なお、 該当する 分野が不明な場

合や合致する 分野がない場合は、 回答不要です。）  

 

分野 概要 チェ ッ ク  

①生活・ 文化用品 
オフィ ス・ 学校等で使用さ れる 雑貨、 器具・

工具など   

②医療・ 福祉 

医療現場・ 福祉施設等で使用さ れる 医療・ 福

祉用品や感染症対策用品、介護の補助サービ

スなど  
 

③防災用品 
災害時に使用さ れる 備蓄品や災害対策用品・

サービスなど  
○ 

④試験・ 計測機器 
学校・ 試験研究機関等で使用さ れる試験機、

計測・ 調査サービスなど   

⑤環境・ 資源 
環境に配慮し た素材・ 製品や環境計測サービ

スなど  
○ 

⑥情報・ ソ フト ウェ ア 
オフィ ス・ 学校等で使用さ れる 情報処理ソ フ

ト ウェ アやク ラ ウド サービスなど  
 

 
・ 審査分野や認定分野を分類する ための参考と なり ますが、分野によ って審査

基準等は変わり ません。  

・ 各分野に完全に一致し ない場合も 申請は可能です。  

・ 審査分野、認定分野は変更と なる 可能性があり ますので、 予めご了承く ださ

い。  
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ず記入し てく ださ い。）  

（２） 新商品等の新規性・独自性 

既 存 の 商 品 等 

（ 自社商品含む）

と 比較し た 優位

性 

（ ユーザーの視点から 見て、 既存の商品・ サービス（ 自社商品含む） の機能・ 提供方法等と 比べて特に優れ

ている 点について、 マト リ ッ ク ス表などを利用し 、 具体的な商品名や数値を示し て説明し てく ださ い。）  

１  高い発電稼働率 

  従来の発電装置と 比較し 、 ■■％高い発電稼働率を実現し た。  

２  大規模設備が不要 

  ●●する だけで設置が可能と なり 、 従来必要だった大規模設備が不要と なった。  

３  簡易なメ ンテナンス管理 

  従来製品と 比較し 、 メ ンテナンス管理に要する 時間が■■％短縮さ れた。  

 

【 既存商品と の比較表】  

 構造 サイ ズ 発電稼働率 メ ンテナンス時間 価格 留意点等 

申請品 ●● ●● ●●● ●●● ●● ・ ・ ・  

自社既存品 ●● ●● ●●● ●●● ●● ・ ・ ・  

Ａ 社 ●● ●● ●●● ●●● ●● ・ ・ ・  

Ｂ 社 ●● ●● ●●● ●●● ●● ・ ・ ・  
 

新商品等の 技術

的・ 事業構造的な

新規性・ 独自性 

（ 試験データ や認証

等の取得がある 場合、

試験報告書又は認証

等の写し を 添付し て

く ださ い。  

また、 製造技術や提供

方法等に関する ノ ウ

ハウ の管理を 行っ て

いる 場合、 その内容が

新商品等の機能・ 性能

にど のよ う に寄与し

た か記入し て く ださ

い。 ）  

（ 上記の優位性の背景と なる 技術的原理・ 独自性（ 既存技術の組合せを含む）、 申請商品のみが持つ強み、

事業運営面での工夫等について、 具体的に説明し てく ださ い。）  

１  高い発電稼働率 ⇒ ●●構造の採用 

当社で独自に開発し た●●構造の●●（ 特許公開 2000-****） を採用する こ と で、従

来技術では■■さ せる 必要があった■■部分について、 ●●の数値を向上さ せた。 こ

れによ り 、他の発電装置と 比較し ■■％高い発電稼働率を実現し た。（ 詳細は別紙２「 ●

●年●月●日 独立行政法人●●技術研究所調査」 のと おり ）  

２  大規模設備が不要／３  簡易なメ ンテナンス管理 ⇒ ●●式の採用 

●●と いう 新たな●●理論に基づき 、 ●●技術と ●●技術と を組み合わせた●●方

式を採用する こ と で、従来の既存概念であった■■理論に基づく ■■式（ ◆◆社「 ◆◆

◆」 など） では困難だった●●の小型化が可能と なり 、●●する だけで設置でき る よ う

になったため、 従来必要だった大規模設備が不要と なり 、 メ ンテナンス管理に要する

時間も ■■％短縮さ れた。  

４  ●●の導入 

●●で得ら れた●●と いう データ に基づき 、 ●●を取り 入れて、 従来では対応し てい

なかった●●を実現し た。（ 別紙３ 「 ●●●」 に記載）  

（ 新商品等の安全性、 安定性、 信頼性確保をどのよ う に行っている か、 製品安全データ シート や JIS 規格、

各種認証の取得状況など、 客観的な根拠を示し 、 具体的に説明し てく ださ い。）  

・ 安全性・ 安定性等については、●●年●月に行った独立行政法人■■技術研究所調査

や■■箇所での性能実験等によ り 検証さ れている 。（ 詳細は別紙４ 「 ●●年●月●日 

独立行政法人■■技術研究所調査」 のと おり ）  

・ ●●については、類似の事例や経験を詳細に検証し 、●●と いう 対応策を導入し 、●

●●を実施し ている 。 （ 別紙５ 「 ●●●」 のと おり ）  

  

競合商品がある

にも 関わら ず十分

な比較がさ れてい

ない場合、 評価の

対象と なら ないこ

と があり ます。  

新規性・ 独自性

の高い技術で作ら

れた商品等であっ

ても 、 ユーザーに

と って機能・ 性能

等が既存商品と 大

幅に変わら ない場

合、新規性・ 独自性

が高いと みなさ れ

ないこ と があり ま

す。  

記載情報につ

いては、秘密保

持を 厳守する

と と も に、審査

目的以外には

使用し ません。 



- 7 - 
※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式に必

ず記入し てく ださ い。）  

新商品等の特許等 

（ 新商品等に関する 特

許・ 実用新案・ 意匠・ 商

標がある 場合（ 出願中

を 含む） は記入し てく

ださ い。  

 該当する 特許等が無

い場合は、 該当なし を

〇で囲んでく ださ い。  

ま た、 特許以外にノ

ウ ハウ の管理等を 行っ

ている 場合は、 前ペー

ジ「 新商品等の技術的・

事業構造的な新規性・

独自性」 欄に、ノ ウ ハウ

等が 新商品等の 新規

性・ 独自性にど のよ う

に寄与し たか記入し て

く ださ い。 ）   

種 類 

（ ○で囲んでく ださ い）  
特許・ 実用新案・ 意匠・ 商標     該当なし  

出願番号又は公開番号・  

特 許 番 号 ・ 登 録 番 号 
特許公開 2017-**** 

出願又は登録年月日 平成２ ８ 年４ 月１ 日出願 

権 利 化 状 況 

（ ○で囲んでく ださ い）  
権利化 

 

（ 審査請求）    請求    未請求 

※特許の場合のみ記入 

発明・ 考案の名称 ●●●●構造 

出 願 人 名 東京 太郎 

権 利 の 利 用 

（ ○で囲んでく ださ い）  

自 社 権 利 単独出願     共同出願（ 持分  ％）  

他社権利を利用 専用実施権    通常実施権 

種 類 

（ ○で囲んでく ださ い）  
特許・ 実用新案・ 意匠・ 商標     該当なし  

出願番号又は公開番号・  

特 許 番 号 ・ 登 録 番 号 
 

出願又は登録年月日  

権 利 化 状 況 

（ ○で囲んでく ださ い）  
権利化 

（ 審査請求）    請求    未請求 

※特許の場合のみ記入 

発明・ 考案の名称  

出 願 人 名  

権 利 の 利 用 

（ ○で囲んでく ださ い）  

自 社 権 利 単独出願     共同出願（ 持分  ％）  

他社権利を利用 専用実施権    通常実施権 

種 類 

（ ○で囲んでく ださ い）  
特許・ 実用新案・ 意匠・ 商標     該当なし  

出願番号又は公開番号・  

特 許 番 号 ・ 登 録 番 号 
 

出願又は登録年月日  

権 利 化 状 況 

（ ○で囲んでく ださ い）  
権利化 

（ 審査請求）    請求    未請求 

※特許の場合のみ記入 

発明・ 考案の名称  

出 願 人 名  

権 利 の 利 用 

（ ○で囲んでく ださ い）  

自 社 権 利 単独出願     共同出願（ 持分  ％）  

他社権利を利用 専用実施権    通常実施権 

※ 出願公開前の 出願明 細書は 、 重要な 機 密書類で すの で 、 添付は 不要で す。（「 新商 品等

の 技術的・ 事業構 造的な 新規性・ 独自 性」 欄の 記載を 基に 審査し ま す。）  

※ 本欄記載の 番号か ら 特許等の 確認 が 取れ な い 場合、特許等の 取得な し と みな さ れ る こ

と が あ り ま すの で 、 ご 注意く だ さ い 。  

申請者が権利者と なら な

い場合は、 いずれかに○

をし てく ださ い。  

該当する 特許等がない場

合は、 該当なし を○で囲

んでく ださ い。  

他社の保有する 権利等を

利用し ている 場合は、 契

約関係書類等を添付し て

く ださ い。  
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※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式に必

ず記入し てく ださ い。）  

他 社 が 所 有 す る  

特許等についての

調 査 状 況 

（ 技術調査の方法・ 結果など他社の権利を侵害し ていないこ と を分かり やすく 示し てく ださ い。「 全 て 独

自 開 発 の た め 、 他 社 の 技 術 の 権 利 を 侵 害 す る も の は な い 」 等 の 根 拠 の 不 明 瞭 な 記 載 は

評 価 の 対 象 と な り ま せ ん 。）  

○技術調査 

・ 調査方法 ：  当社で調査／弁理士に依頼 

・ 調査期間 ：  ～令和２ 年２ 月１ 日の公開特許・ 登録特許・ 実用新案 

・ 調査手段 ：  特許情報プラ ッ ト ホーム J-PlatPat 

・ 検索方法 ：  キーワード 検索 

        検索式 「 水力発電」 ×（ 「 ●●構造」 ＋「 ◆形状」 ）  

・ 調査結果 ：  抽出件数 特許500 公開特許1,500件 

○関連特許  

・ 特許公開2000-**** 

・ 特許公開2001-**** 

○関連特許と の相違点 

 関連特許の請求項１ には、 ☆形状、 ★形状を用いる こ と が記載さ れている が、 本品

は●●構造によ る ◆形状を用いている 。 ●●構造によ る ◆形状を用いている こ と は関

連特許の明細書に記載さ れていない。 し たがって、 関連特許と は構造が全く 異なり 権

利を侵害し ていない。 また、 本品に関する 他社の基本特許も 存在し ない。  

（ 特許等の共同出願・ 利用許諾、 著作権等、 第三者の権利の使用に関する 契約状況等について記入し てく

ださ い。）  

・ 製品の●●の部品の特許については、●●株式会社から の実施許諾を得ている 。（ 契

約書の写し は別紙６ のと おり ）  

・ 生産委託先と ●●技術について秘密保持契約を締結し ている 。 （ 契約書の写し は別

紙７ のと おり ）  

 

 

 

 

 

 

 

  

※新商品等の開発に当たっては、他社の特許等を侵害し ていないかのチェッ ク 、特許権等の取得、著作権

の確認、 秘密情報、 ノ ウ ハウ の管理など、 知的財産への対応が不可欠です。  

 

知的財産に係る ご相談は「 （ 公財） 東京都中小企業振興公社 東京都知的財産総合センタ ー」 で承り ます。 

相談方法は下記 H P よ り ご確認く ださ い。  

＜ H    P ＞ https://www.tokyo-kosha.or.jp/chizai/consultant/index.html 

＜ 電 話 ＞ ０ ３ －３ ８ ３ ２ －３ ６ ５ ６  

提出期限直前には混雑が予想さ れますので、 ご相談は早めにお願いし ます。  

最も 類似し ている 特許を中心に特許請求の範囲（ 請求項 1） の構成と 比較し て

記入し てく ださ い。  
 

自社特許等の有

無に関わら ず、申

請する 新商品等

が他社の所有す

る 特許等の権利

を 侵害し ていな

いか確認する 必

要があり ます。  

特許情報プラ ッ

ト フ ォ ーム （ J-

platpat） や弁理

士を通じ て、他社

特許等を 侵害し

ていないか、必ず

調査し てく ださ

い。  
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※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式に必

ず記入し てく ださ い。）  

（３） 新商品等の有用性・市場性 

新商品等の有用性 
（（ ２ ）「 新商品等の新規性・ 独自性」 を踏まえ、 新商品等が技術の高度化や生産性の向上、 ある いは都民

生活の利便の増進にどのよ う に寄与する か、 説明し てく ださ い。 社会環境や市場環境を背景と し て、 どの

よ う な課題を解決し 、 どのよ う なニーズに対応する か、 具体的に記入し てく ださ い。）  

１  環境面への高い波及効果 

他社製品と 比較し 、■■％増と なる年間●●kW h の発電量が見込め、こ れを二酸化

炭素排出量に換算する と ■■t-CO２ /kW h と なり 、 二酸化炭素削減効果が期待でき る 。 

２  再生可能エネルギーの普及促進 

従来方式では必須だった●●や●●等の大規模設備が不要と なる こ と から 、 こ れま

で設置が難し かった■■等にも 設置が可能と なる など、 再生可能エネルギーの普及促

進が図れる 。  

３  ●●●課題・ ニーズへの対応 

●●●と いう 状況における ●●と いう ニーズに対し て、 従来は●●を提供する こ と で

●●レベルまでの対応はでき ていたが、 ●●●レベルには対応し ていなかった。 こ れ

に対し て●●を利用し た●●を●●●によ り 提供する こ と で、 ●●を求める 顧客に対

し て●●が実現でき る 。  

新商品等の市場性 
（ 新商品等の利用者・ 市場規模・ 普及見込について具体的に説明し てく ださ い。）  

・ 利 用 者 ：  地方自治体や大企業、 既に●●箇所に納入実績あり 。  

・ 市場規模 ：  全国で●●億円（ 平成 30 年●月現在） 、●年連続２ 桁成長を続けてお

り 、今後 10 年間の●●発電市場は●●兆円を超える と 予測さ れている 。

（ ●●協会統計）  

・ 普及見込 ：  ●●年後までに●●％程度のシェア獲得。  

 

３  東京都の機関において想定される新商品等の使用方法 

※東 京 都の 機関 の 一覧は 、 https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/tosei/soshik i joho/soshik i/index.htm l

をご覧く ださ い。  

想 定 さ れ る    

使 用 方 法 

※小中学校など 区市町

村が所管する 組織は対

象外です。  

※具体的な東京都の機

関は H P をご覧く ださ

い。  

（ 東京都の機関において使途が見込まれる こ と が申請の要件です。 東京都の機関（ 又は事業） において想

定さ れる 使用方法を記入し てく ださ い。）  

・ 各局施設に設置し 、 環境負荷の少ないエネルギー施策を都民へアピール。  

・ 上下水道局施設に設置し 、 地球環境に配慮し た都市イ ンフラ を都民へアピール。  

・  ●●業務を実施する ●●局に導入し 、 ●●の業務量削減の及び●●の経費節減

（ ●％程度） に寄与。  

本制度によ る 認定

等実績の活用方法 

（ 本制度の認定や東京都の機関の購入と いった実績を、新商品等の販路開拓にどのよ う に活用し ていく か

記入し てく ださ い。）  

申請商品は地方自治体を主な顧客と し ている こ と から 、 本制度の認定や東京都の機

関によ る 購入と いった実績を、 他自治体への PR ツールと し て活用する。  

また、 ■■が主催する「 ●●●」 など、 専門分野の展示会に出展し 、 本制度の実績を

積極的に活用する こ と で、 申請商品の認知度及び信用力を向上さ せ、 売上増につなげ

ていく 。  
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※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式に必

ず記入し てく ださ い。）  

４ 新商品等の生産・提供及び販売の実施方法 

※東京都への 提供・ 販売方法が 一般向け と 異な る 場合は 、そ の 両方に つい て 記入し て く だ さ い 。 

生産・ 提供形態 
該当する 項目に■を付けてく ださ い。  

※物品の場合 

□ 自社生産   □ 共同生産（ 自社分  ％）   ■委託生産（ 一部委託生産含む）  

※役務の場合 

□ 自社提供   ■ 一部委託提供 

委 託 先（ 株式会社●●（ ●●県●●市●●１ －３ －４ ）  

委託内容（ ●●●の生産を委託。 ●●を行う に当たり ●●●が必要と なる ため、 こ の

●●業務を委託。 責任体制は●●●によ り 明確化。）  

生 産 工 程 又 は  

提 供 方 法 の 概 要 

（ 概略図等によ り 生産工程や提供方法の概要を説明し てく ださ い。 なお、 資材部品や提供に必要な資源の

調達先や外注先も 記入し てく ださ い。委託等を行う 際は自社の役割と 委託先の役割を記入し てく ださ い。） 

 

生 産 ・ 提 供 に  

必要な機械設備等

の 概 要 

・ 自 社 ：  CAD 

・ 委託先 ：  株式会社●●の▲▲工場に、 ■■造型機、 成形用金型など 

新 商 品 等 の   

販 売 方 法 

（ 販売ルート 、 主な販売先、 納期等について記入し てく ださ い。）  

・ 現在の主な販売先 ：  地方自治体、 ●●に関心のある 大企業 

・ 販売ルート  ：  販売代理店●●社、 イ ンタ ーネッ ト によ る営業展開 

・ 納期 ：  受注後●日で対応可能。 契約期間は●ヶ 月から 。  

新商品等の生産・

提 供 及 び 販 売 ・  

廃 棄 に 必 要 な  

許 認 可 等 

（ 新商品等の生産・ 提供及び販売・ 廃棄に必要な許認可等があれば、 その許認可の名称及び取得状況を含

めて記入し てく ださ い。）  

・ 経済産業省令第●●号「 ××設備に関する 技術基準」 によ り 、 安全装置の設置が義

務化。 当社の水力発電機は全て本基準を満たし ている 。  

・ ●●の提供に当たっては、 ●●の許可が必要であり 、 当社は●年●月●日付でこ の

許可を取得し ている 。 （ 別紙８ 「 ●●●●」 のと おり ）  

個人情報を含む秘

密情報の管理体制 

（ 事業実施上知り 得た秘密情報の管理・ 対応体制について記入し てく ださ い。）  

・ 個人情報保護方針を定め、 顧客への提示、 H P 公開し 、 保護に努めている 。  

・ 秘密情報を記載し た文書は施錠管理し 、 電子データ はシステムへのアク セス制限を

実施し ている 。  

新 商 品 等 の   

保 守 ・ 管 理 体 制 

（ 新商品等の品質保証（ 内容・ 期間）、 サポート 体制について記入し てく ださ い。）  

・ 保証期間は納品から １ 年間、 必要に応じ 無償で修理。  

・ ト ラ ブル発生時には、 自社常駐スタ ッ フが即時訪問し 、 状況に応じ て対応。  

・ 定期点検は●ヶ 月に１ 回、 費用は別途見積。  

役務の場合、提

供する 役務の

主た る 部分を

自ら 実施し な

い 事業者は対

象外です。  

新商品等の企画

製造元でない事

業者（ 販売代理店

など）は本制度の

対象外です。  

（ 製造工程を 他

社へ委託し ても

自ら が企画・ 製造

元で自社商品と

し て 販売する 場

合は対象と なり

ます。 ）  

設計 生産・ 組立 完成品

東京都㈱ ㈱●●に委託水力発電仕様

××仕様

■■仕様

▲▲仕様

㈱××から 購入

㈱■■から 購入

㈱▲▲から 購入

組立



11 
※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を 添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式に必ず記入し てく ださ い。）  

５  新商品等の生産・提供及び販売の実施計画 

決 算 期 
直近期末の１ 期前（ 実績）  

（ 2020 年 3 月期） ※２  

直近期末（ 実績）  

（ 2021 年 3 月期） ※２  

直近期末の１ 期後（ 見込）  

（ 2022 年 3 月期） ①※３  

直近期末の 2 期後（ 見込）  

（ 2023 年 3 月期） ②※３  

直近期末の３ 期後（ 見込）  

（ 2024 年 3 月期） ③※３  

生産数量（ 単位： 台） ※
１  

― 200 300 700 800 

売上数量（ 単位： 台）  ― 186 300 600 700 

売上高（ ＝販売額）  
（ 売上原価＋売上総利益）

―    円 20,088,000 円 33,000,000 円 66,000,000 円 77,000,000 円 

売上原価 ―    円 12,052,800 円 19,800,000 円 39,600,000 円 46,200,000 円 

売上総利益 ―    円 8,035,200 円 13,200,000 円 26,400,000 円 30,800,000 円 

※１  役務の提供の場合、 生産数量の欄は原則と し て記入不要です。（ ASP サービス など納入物品がある 場合には、 その数量を記入し てく ださ い。）  

※２  会社設立後間も ない企業など 、 直近期末・ 直近期末の１ 期前の実績値が無い企業については当該項目に「 ―」 を記入し てく ださ い。  

※３  ５ ①～③及び６ ①～③はそれぞれ同じ 決算期の数値を記入し てく ださ い。  

 

６  新商品等の生産・提供及び販売に必要な資金の額及びその調達方法 

決 算 期 
直近期末の１ 期後（ 見込）  

（ 2022 年 3 月期） ①※３  

直近期末の２ 期後（ 見込）  

（ 2023 年 3 月期） ②※３  

直近期末の３ 期後（ 見込）  

（ 2024 年 3 月期） ③※３  

資
金
需
要 

運転資金の増 
（ 売掛金・ 棚卸資産増加など ）  

19,440,000 円 38,880,000 円 58,320,000 円 

設備投資等 0 円 0 円 0 円 

広告宣伝費等 1,000,000 円 2,000,000 円 3,000,000 円 

合  計（ Ａ ） ※４  20,440,000 円 40,880,000 円 61,320,000 円 

資
金
調
達 

自己資金 20,440,000 円 40,880,000 円 61,320,000 円 

借入・ 増資等 0 円 0 円 0 円 

合  計（ Ｂ ） ※４  20,440,000 円 40,880,000 円 61,320,000 円 

※４  合計（ Ａ ） と 合計（ Ｂ ） が合う よ う に作成し てく ださ い。

５ ・ ６ の①直近期末１

期後、②直近期末２ 期

後、③直近期末３ 期後

は、同じ 決算期の数値

を記入し てく ださ い。 

売上高＝売上原価＋売上総利益 

と し てく ださ い。  

金額を 一致 

さ せてく ださ い。 

直近期末は別途ご 提出頂いて いる 最新

の決算書類と 同一期にし て下さ い。  



12 
※ 必 要 に 応 じ 、 枠 を 拡 大 又 は 別 紙 を 添 付 し て 記 入 し て く だ さ い 。  

（ 複数の別紙を添付する 場合、「 別紙１ 」「 別紙２ 」 と 分かる よ う に記入し てく ださ い。 ま た、 概要を本様式

に必ず記入し てく ださ い。）  

 

 

 

★「 実施計画 １ 認定を 受け よ う と する 者の 概要」 の 記入に つい て  

こ の 様 式は 申請者が 現に 事業を 営ん で い る 株 式会 社で あ る こ と を 前 提と し て い ま す。
そ れ 以外の 申請者の 方は 、 次の 点に 留意し て く だ さ い 。  
 
（ １ ） 申請者が 企業組合、 協業組合、 事業協同組合等で あ る 場 合 

・「 名称」 を 「 組合名」 と 読み替え て 記入し て く だ さ い 。  
・「 資本金」 を 「 出資金」 と 読み替え て 記入し て く だ さ い 。  
・「 株主構成」 は 記入し な い で く だ さ い 。  
・「 従 業者数」 を 「 組合員数」 と 読み替え て 記入し て く だ さ い 。「 常用」「 臨時」 の

別は 記入し な い で く だ さ い 。  
 
（ ２ ） 申請者が 個人事業主で あ る 場合 

・「 名 称」 を 「 氏名」 と 読み替え て 記入し て く だ さ い 。 屋号が あ る 場合は 屋号も 記
入し て く だ さ い 。  

・「 代表者名」 は 記入し な い で く だ さ い 。  
・「 所在地」 を 「 住所」 と 読み替え て 記入し て く だ さ い 。  
・「 設立年月日」 を 「 開業年月日」 と 読み替え て 記入し て く だ さ い 。  
・「 資本金」「 株主構成」 は 記入し な い で く だ さ い 。  

 
（ ３ ） 申請者が 個人で あ っ て 認定を 受け よ う と する 法人を 設立 し よ う と する 場合  

・ 設立予定の 会社に つい て 、 全て の 事項を で き る だ け 詳し く 記入 し て く だ さ い 。  
・「 電 話番号」「 FA X 番号」「 U R L 」「 E -m a i l 」 が 未定 の 場合記 入し な く て も 構い ま

せ ん が 、 連絡担 当 者の 連絡先 欄 に 申請 者の 電話番号だ け で な く 申請者の 住所 も
記入し て く だ さ い 。  

・ 認定 ま で に 必ず 法 人を 設立 し て く だ さ い 。 認定 の 時 期に つい て は 、 担当部 署 に
お尋ねく だ さ い 。  

 
（ ４ ） 申請者が 会社で あ っ て 別に 認定を 受け よ う と する 法人を 設立し よ う と する 場合  

・ 設立予定の 会社に つい て 、 全て の 事項を で き る だ け 詳し く 記入 し て く だ さ い 。  
・「 電 話番号」「 FA X 番号」「 U R L 」「 E -m a i l 」 が 未定 の 場合記 入し な く て も 構い ま

せん が 、 連絡担当者欄に 申 請者と な る 会社の 電話番号等を 記入し て く だ さ い 。  
・ 認定 ま で に 必ず 法 人を 設立 し て く だ さ い 。 認定 の 時 期に つい て は 、 担当部 署 に

お尋ねく だ さ い 。  

 
 

★提出書類に つい て  
・  提出さ れ た 書類は 、 返却い た し ま せん 。  

・  提出さ れ た 書類は 、 他の 目的に 使 用い た し ま せ ん 。  

 

留 意 事 項 

※こ ち ら の ページ は留意事項と な り ま すの で 、

提出不要で す。 提出の際は削除し て く だ さ い 。  


